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平成２６年３月１３日  

各  位 

会 社 名 理 研 計 器 株 式 会 社  
代表者名 代表取締役社長 小林 久悦 
（コード番号 ７７３４ 東証第一部） 
問合せ先 取締役執行役員総務部長 松本 哲哉 

（ＴＥＬ ０３－３９６６－１１２１） 
 

 
 

内部統制システムの基本方針の改定について 

 
当社は、平成２６年３月１３日開催の取締役会において、内部統制システムの基本方針

の改定について決議いたしましたので、お知らせいたします（変更箇所を下線で示してお

ります）。 
 

記 
 
１．取締役・従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（１）当社及び当社子会社（以下「当社グループ」といいます）は、企業が存立を継続す

るためには法令遵守の徹底が必要不可欠であるとの認識のもと、役員・従業員全員が

公正で高い倫理観に基づいて行動し、広く社会から信頼される経営体制の確立に努め

ております。 
（２）当社グループは、良き企業市民として法令遵守と環境保全に努め社会的責任を果た

すため、「経営理念」及び「経営方針」を定めております。また、役員・従業員の共通

の価値観・倫理観であり、行動のよりどころとなる「行動規範と行動指針」を定めコ

ンプライアンス意識の維持・向上を図っております。 
（３）当社グループは、事業活動における遵法精神の徹底・強化を図ることを目的として

社長を委員長とし社外弁護士も参加する「コンプライアンス委員会」を設置しており

ます。 
（４）当社グループにおける企業倫理・遵法の一層の向上を図るため「内部通報制度（コ

ンプライアンスホットライン）」を設置しております。 
（５）当社は業務執行部門から独立した経営監査室を設置しており、「内部監査規程」に基

づき内部監査を実施し、その結果を取締役会及び監査役に適宜報告することとしてお

ります。 
（６）監査役は独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を含め取締役の職

務執行を監査することとしております。 
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録等取締役の職務

の執行に係る情報を、法令及び「文書管理規程」等に基づき、その作成から利用活用、

定められた期間の保存、廃棄に至るまで適切に管理することとしております。 
 
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）当社は、当社グループの企業価値を維持し、その向上を図るうえで管理すべきリス

クを洗い出し、保安機器メーカーとして品質に関するリスクを重要なリスクとして認

識し、製品の欠陥（クレーム）に対応すべく、品質に関する委員会を定期的に開催し、

クレーム発生の事前防止及び再発防止策を講じる体制をとっております。また、各担

当部署も、安全、品質、環境等のリスク並びにコンプライアンスについて必要に応じ

規則を制定し管理することとしております。 
（２）当社は、有事においては、社長を本部長とする「緊急対策本部」を組織して、「緊急

事態対応マニュアル」に従い、会社全体として危機管理に対応することとしておりま

す。 
 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）当社は、中期経営計画及び単年度の経営計画を策定し、取締役会の承認を得ること

としております。 
（２）当社は、定期的に取締役会を開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況

報告・実績管理等を行うこととしております。また、取締役会の下に、社長が議長を

務める部長以上の役職者が出席する「経営企画会議」を毎週開催し、取締役会の議論

を充実させるべく事前審議を行うとともに取締役会から委譲された範囲内で当社業務

の執行及び施策の実施について審議しております。 
（３）当社は、執行役員制度を設け、「執行役員規程」に基づき、その責任と権限を明確に

して組織の効率的な運用を図るように努めております。 
 
５．当該株式会社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制 

（１）当社は子会社に対する管理を明確にし、子会社の指導、育成を促進して企業集団と

しての経営効率の向上に資するため「関係会社管理規程」を定め、同規程に基づいて

子会社を管理しております。 
（２）当社は、子会社に役員を派遣するなどし、企業集団として業務の適正を確保するた

めの体制をとっております。 
 
６．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に

関する事項及び当該従業員の取締役からの独立性に関する事項 

（１）監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めたときはこれに応じること

とします。 
（２）監査役の職務を補助すべき従業員の人選、異動、処遇の変更については監査役会の

同意を要するものとします。 
 



 3 

７．取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する 

体制 

（１）取締役、従業員は、監査役の求めに応じて会社の業務執行状況を報告することとし

ております。 
（２）常勤監査役は、取締役会の他重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する

ため経営企画会議などの重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執

行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または従業員にその説明を受け

ることとしております。 
 
８．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役会は、代表取締役と定期的に会合をもち、会社が対処すべき課題、監査役監

査の環境整備の状況、監査上の重要課題について意見を交換し、代表取締役との相互

認識を深めるよう努めることとしております。 
 
９．財務報告の信頼性を確保するための体制 

当社は、財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告

書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制システムの整備を行います。また、その仕

組みが適正に機能することを継続的に評価し、必要な是正を行うこととします。 
 
10．反社会的勢力排除に向けた体制 

当社は、当社の行動指針において、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的

勢力及び団体とは断固として対決し、一切の関係を遮断し、また、これらの活動を助

長するような行為は行わない旨を定めております。行動指針は全役員及び従業員に配

布し、周知徹底をはかっています。 
また、警察及び外部専門機関と連携をはかり、反社会的勢力に関する情報の収集を

行っております。 
 

以 上 


